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(57)【要約】
【課題】浸透性の記録媒体に描画しても、滲まず、記録
媒体がカールしないインクジェット記録方法および装置
を提供することを目的とする。
【解決手段】色材とＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有
機溶剤を含有する水性インクを用いて記録媒体１０４上
に画像を形成するインクジェット記録装置１００であっ
て、中間転写媒体１０２を搬送する中間転写媒体搬送手
段１２０と、前記中間転写媒体１０２に対して水性イン
クを吐出するインク打滴手段１１０と、記録媒体１０４
を搬送する記録媒体搬送手段１２６と、中間転写媒体１
０２上に形成された画像を記録媒体１０４に転写する転
写手段１１４と、を備えることを特徴とするインクジェ
ット記録装置である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　色材と、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤と、を含有する水性インクを用いて
記録媒体上に画像を形成するインクジェット記録装置であって、
　中間転写媒体を搬送する中間転写媒体搬送手段と、
　前記中間転写媒体に対して前記水性インクを吐出するインク打滴手段と、
　記録媒体を搬送する記録媒体搬送手段と、
　前記中間転写媒体上に形成された画像を前記記録媒体に転写する転写手段と、を備える
ことを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
　前記水性インクと接触することにより反応する処理液を、前記中間転写媒体上に付与す
る処理液付与手段を備えることを特徴とする請求項１に記載のインクジェット記録装置。
【請求項３】
　前記中間転写媒体上に付与された前記水性インクまたは前記処理液の少なくともいずれ
かを加熱する加熱手段を備えることを特徴とする請求項１または２に記載のインクジェッ
ト記録装置。
【請求項４】
　前記処理液中に酸発生剤を含有し、前記中間転写媒体上に付与された前記処理液に活性
エネルギー源を照射するエネルギー照射手段を備えることを特徴とする請求項２または３
に記載のインクジェット記録装置。
【請求項５】
　前記水性インク中に含まれるＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点溶媒の含有量が１０質量
％以上４５質量％以下であることを特徴とする請求項１から４いずれかに記載のインクジ
ェット記録装置。
【請求項６】
　前記処理液中に含まれるＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点溶媒の含有量が１０質量％以
上３５質量％以下であることを特徴とする請求項２から５いずれかに記載のインクジェッ
ト記録装置。
【請求項７】
　色材と、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤と、を含有する水性インクを用いて
記録媒体上に画像を形成するインクジェット記録方法であって、
　中間転写媒体に対して前記水性インクを液滴化して打滴するインク打滴工程と、
　前記中間転写媒体上に形成された画像を記録媒体上に転写する転写工程と、を含むこと
を特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項８】
　前記水性インクと接触することにより反応する処理液を、インク打滴工程の前、または
、インク打滴工程の後に、前記中間転写媒体上に塗布する処理液付与工程を含むことを特
徴とする請求項７に記載のインクジェット記録方法。
【請求項９】
　前記インク打滴工程後、または、前記処理液付与工程後の少なくともいずれかで、乾燥
または半乾燥を行う乾燥工程を含むことを特徴とする請求項７または８記載のインクジェ
ット記録方法。
【請求項１０】
　前記インク打滴工程後、または、前記処理液付与工程後の少なくともいずれかで、エネ
ルギー照射工程を含むことを特徴とする請求項７から９いずれかに記載のインクジェット
記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録装置および記録方法に係り、特に、高沸点溶媒を使用し
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たインクを用いたインクジェット記録方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　高画質の画像を、紙の種類を選ばずに印刷できる方式にオフセット印刷方式があり、こ
れらの特長を有したオンデマンド印刷への要求が高まっている。オンデマンド印刷方法と
して、インクジェット方式がある。しかし、インクジェット方式は低粘度の液体しか使用
できないため、インクには多量の溶剤を含有することになる。特に水性インクでは、水分
や親水性高沸点溶剤が記録メディアに浸透することで、記録メディアの変形（カール・カ
ックル）を引き起こすため、主に受像層を有する専用紙が用いられていた。
【０００３】
　普通紙でも高画質な画像形成を行うため、下記の特許文献１では、疎水性高沸点溶剤の
使用が提案されている。これらの方式は、処理液とインクを有し、主成分を水以外の高沸
点低極性溶媒とすることで吐出安定化、高画質化および紙のカール抑制を狙っている。
【特許文献１】特開２００７－１６１７５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、特許文献１に記載のインクは低揮発性の溶剤を多量に含んでいるため、処理液
と顔料が反応して凝集物が生成した時に、紙面に残存した溶剤で凝集物が移動するという
ドット移動現象が発生するため画質の低下を引き起こしていた。また、記録媒体に一定量
の水分と、高沸点溶剤が浸透するため、特に非塗工紙、計量コート紙、微塗工紙では記録
メディアの変形（カール・カックル）を引き起こしていた。描画後の乾燥工程は紙の収縮
を引き起こすため、画像変形の原因となっていた。そのため、従来の方法では、Ａ１～Ａ
２コート紙以外の紙に記録を行うことは困難であった。
【０００５】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、浸透性の記録媒体に描画しても
、滲まず、記録媒体がカールしないインクジェット記録方法および装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の請求項１は前記目的を達成するために、色材と、ＳＰ値が３０以下の水溶性高
沸点有機溶剤と、を含有する水性インクを用いて記録媒体上に画像を形成するインクジェ
ット記録装置であって、中間転写媒体を搬送する中間転写媒体搬送手段と、前記中間転写
媒体に対して前記水性インクを吐出するインク打滴手段と、記録媒体を搬送する記録媒体
搬送手段と、前記中間転写媒体上に形成された画像を前記記録媒体に転写する転写手段と
、を備えることを特徴とするインクジェット記録装置を提供することを目的とする。
【０００７】
　請求項１によれば、水性インクの溶媒としてＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤
を用い、さらに中間転写媒体を介した中間転写方式により画像の記録を行っている。高沸
点溶剤は、中間転写媒体上で乾燥されず、記録媒体に転写されるため、溶剤の種類を調整
する必要がある。ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用いることにより、中間転
写媒体から記録媒体に転写された際に記録媒体の変形を引き起こさず、記録媒体でのカー
ルの発生を抑制することができる。
【０００８】
　ここで、ＳＰ値とは溶剤の溶解度パラメーター（Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　Ｐａｒａｍｅ
ｔｅｒ）を意味する。本発明において、ＳＰ値３０以下と表現し、下限値が規定されてい
ない。一般に、ＳＰ値が小さくなると水溶性ではなくなる。本発明において、高沸点有機
溶剤を水溶性と規定することで実質的にＳＰ値の下限が規定されている。したがって、Ｓ
Ｐ値３０以下の水溶性高沸点有機溶剤と表現し、下限を規定していない。
【０００９】
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　また、ここで「流動性低下」とは、堀場製作所製粒径測定器ＬＡ－９２０で、水希釈し
た場合の体積平均粒径が、１００％以上増加していることを意味する。
【００１０】
　請求項２は請求項１において、前記水性インクと接触することにより反応する処理液を
、前記中間転写媒体上に付与する処理液付与手段を備えることを特徴とする。
【００１１】
　請求項２によれば、処理液付与手段を備えているため、中間転写媒体に塗出された水性
インクを凝集させ、色材の移動を防止することができる。
【００１２】
　請求項３は請求項１または２において、前記中間転写媒体上に付与された前記水性イン
クまたは前記処理液の少なくともいずれかを加熱する加熱手段を備えることを特徴とする
。
【００１３】
　請求項３によれば、加熱手段を備え、水性インクを付与後または処理液を付与後、乾燥
または半乾燥を行うことができる。したがって、溶媒を除去することができるので、カー
ルの発生を抑制することができる。また、水性インクまたは処理液を固体状または半固溶
状とすることができる。これにより、色材の凝集物と溶媒とに容易に分離することができ
る。また、記録媒体の乾燥促進を図ることができるので、短時間での定着が可能であり、
高速印字を実現することができる。
【００１４】
　なお、「乾燥、又は半乾燥する」とは固体状又は半固溶状とすることを意味し、以下に
定義する含水率が０～７０％の範囲のものを言うものとする。
【００１５】
【数１】

【００１６】
　請求項４は請求項２または３において、前記処理液中に酸発生剤を含有し、前記中間転
写媒体上に付与された前記処理液に活性エネルギー源を照射するエネルギー照射手段を備
えることを特徴とする。
【００１７】
　請求項４によれば、エネルギー照射手段を備え、処理液中に含まれる酸発生剤に活性エ
ネルギーを照射することにより、酸を発生させることができる。したがって、この酸と水
性インクを接触させることにより、凝集剤を形成させることができるので、色材の移動を
防止することができる。
【００１８】
　請求項５は請求項１から４いずれかにおいて、前記水性インク中に含まれるＳＰ値が３
０以下の水溶性高沸点溶媒の含有量が１０質量％以上４５質量％以下であることを特徴と
する。
【００１９】
　請求項６は請求項２から５いずれかにおいて、前記処理液中に含まれるＳＰ値が３０以
下の水溶性高沸点溶媒の含有量が１０質量％以上３５質量％以下であることを特徴とする
。
【００２０】
　請求項５および請求項６は、水性インク中および処理液中に含まれる水溶性高沸点溶媒
の含有量を規定したものである。水溶性高沸点溶剤は、中間転写媒体に染み込まないため
、凝集抑制や色材浮遊を引き起こすため、含有量を調整する必要がある。水溶性高沸点溶
媒の含有量を上記範囲とすることにより、水溶性高沸点溶剤の乾燥防止効果によってイン
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クジェットによる吐出性を良好にすると同時に、溶媒量が多くなることによって発生する
凝集不良や色材浮遊の発生を防止することができる。
【００２１】
　本発明の請求項７は前記目的を達成するために、色材と、ＳＰ値が３０以下の水溶性高
沸点有機溶剤と、を含有する水性インクを用いて記録媒体上に画像を形成するインクジェ
ット記録方法であって、中間転写媒体に対して前記水性インクを液滴化して打滴するイン
ク打滴工程と、前記中間転写媒体上に形成された画像を記録媒体上に転写する転写工程と
、を含むことを特徴とするインクジェット記録方法を提供する。
【００２２】
　請求項８は請求項７において、前記水性インクと接触することにより反応する処理液を
、インク打滴工程の前、または、インク打滴工程の後に、前記中間転写媒体上に塗布する
処理液付与工程を含むことを特徴とする。
【００２３】
　請求項９は請求項７または８において、前記インク打滴工程後、または、前記処理液付
与工程後の少なくともいずれかで、乾燥または半乾燥を行う乾燥工程を含むことを特徴と
する。
【００２４】
　請求項１０は請求項７から９いずれかにおいて、前記インク打滴工程後、または、前記
処理液付与工程後の少なくともいずれかで、エネルギー照射工程を含むことを特徴とする
。
【００２５】
　請求項７から１０は、請求項１から４のインクジェット記録装置をインクジェット記録
方法として展開したものである。請求項７から１０のインクジェット記録方法によれば、
請求項１から４と同様の効果を得ることができる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用いて、中間転写方式に
より記録を行っているため、インク中の水分が記録媒体中に浸透することがないため、カ
ールの発生を抑制することができるインクジェット記録装置およびインクジェット記録方
法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、添付図面に従って、本発明の好ましい実施の形態について説明する。
【００２８】
　まず、本発明で用いられる水溶性インク、処理液について説明し、次いで、本発明に係
るインクジェット記録装置およびインクジェット記録方法について説明する。
【００２９】
　〔水性インクの説明〕
　本発明で用いられる水性インク（以下、単に「インク」ともいう）は、溶媒不溶性材料
として、色材（着色剤）である顔料やポリマー微粒子などを含有する。
【００３０】
　溶媒不溶性材料の濃度は、吐出に適切な粘度２０ｍＰａ・ｓ以下を考慮して１ｗｔ％以
上２０ｗｔ％以下であることが好ましい。より好ましくは画像の光学濃度を得るために４
ｗｔ％以上の顔料濃度である。
【００３１】
　インクの表面張力は、吐出安定性を考慮して２０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍであること
が好ましい。
【００３２】
　インクに使用される色材は、顔料あるいは染料と顔料とを混合して用いることができる
。処理液との接触時における凝集性の観点から、インク中で分散状態にある顔料の方がよ
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り効果的に凝集するため好ましい。顔料の中でも、分散剤により分散されている顔料、自
己分散顔料、樹脂により顔料表面を被覆された顔料（マイクロカプセル顔料）、及び高分
子グラフト顔料が特に好ましい。また、顔料凝集性の観点から、解離度の小さいカルボキ
シル基によって修飾されている形態がより好ましい。
【００３３】
　マイクロカプセル顔料の樹脂は、限定されるものではないが、水に対して自己分散能又
は溶解能を有し、かつアニオン性基（酸性）を有する高分子の化合物であるのが好ましい
。この樹脂は、通常、数平均分子量が１，０００～１００，０００範囲程度のものが好ま
しく、３、０００～５０、０００範囲程度のものが特に好ましい。また、この樹脂は有機
溶剤に溶解して溶液となるものが好ましい。樹脂の数平均分子量がこの範囲であることに
より、顔料における被覆膜として、又はインク組成物における塗膜としての機能を十分に
発揮することができる。
【００３４】
　前記樹脂は、自己分散能あるいは溶解するものであっても、又はその機能が何らかの手
段によって付加されたものであってもよい。例えば、有機アミンやアルカリ金属を用いて
中和することにより、カルボキシル基、スルホン酸基、またはホスホン酸基等のアニオン
性基を導入されてなる樹脂であってもよい。また、同種または異種の一又は二以上のアニ
オン性基が導入された樹脂であってもよい。本発明にあっては、塩基をもって中和されて
、カルボキシル基が導入された樹脂が好ましくは用いられる。
【００３５】
　本発明に用いる顔料としては、特に限定はされないが、具体例としては、オレンジまた
はイエロー用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３１、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントオレンジ４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９
３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２８、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５等
が挙げられる。レッドまたはマゼンタ用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１５、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５
３：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド２２２等が挙げられる。
【００３６】
　グリーンまたはシアン用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ
．Ｉ．ピグメントブルー１５：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７等が挙
げられる。
【００３７】
　また、ブラック用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１、Ｃ．Ｉ．
ピグメントブラック６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７等が挙げられる。
【００３８】
　本発明に用いられる水性インクには、処理液と反応する成分として、着色剤を含まない
ポリマー微粒子を添加することが好ましい。ポリマー微粒子は、処理液との反応によりイ
ンクの増粘作用、凝集作用を強め、画像品位の向上させることができる。特に、アニオン
性のポリマー微粒子をインクに含有せしめることにより、安全性の高いインクが得られる
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。
【００３９】
　処理液と反応して、増粘・凝集作用を起こすポリマー微粒子をインクに用いることによ
り、画像の品位を高めることができると同時に、ポリマー微粒子の種類によっては、ポリ
マー微粒子が記録媒体で皮膜を形成し、画像の耐擦性、耐水性をも向上させる効果を有す
る。
【００４０】
　ポリマー微粒子の分散方法はエマルジョンに限定するものではなく、溶解していても、
コロイダルディスパージョン状態で存在していてもよい。
【００４１】
　ポリマー微粒子は、乳化剤を用いてポリマー微粒子を分散させたものであっても、また
、乳化剤を用いないで分散させたものであってもよい。乳化剤としては、通常、低分子量
の界面活性剤が用いられているが、高分子量の界面活性剤を乳化剤として用いることもで
きる。外殻がアクリル酸、メタクリル酸などにより構成されたカプセル型のポリマー微粒
子（粒子の中心部と外縁部で組成を異にしたコア・シェルタイプのポリマー微粒子）を用
いることも好ましい。
【００４２】
　分散手法として、低分子量の界面活性剤を用いていないポリマー微粒子は、高分子量の
界面活性剤を用いたポリマー微粒子、乳化剤を使用しないポリマー微粒子を含めてソープ
フリーラテックスと呼ばれている。例えば上記に記述した、スルホン酸基、カルボン酸基
等の水に可溶な基を有するポリマー（可溶化基がグラフト結合しているポリマー、可溶化
基を持つ単量体と不溶性の部分を持つ単量体とから得られるブロックポリマー）を乳化剤
として用いたポリマー微粒子もこれに含まれる。
【００４３】
　本発明では、特にこのソープフリーラテックスを用いることが好ましく、ソープフリー
ラテックスは従来の乳化剤を用いて重合したポリマー微粒子にくらべ、乳化剤がポリマー
微粒子の反応凝集や造膜を阻害したり、遊離した乳化剤がポリマー微粒子の造膜後に表面
に移動し、顔料とポリマー微粒子の混合した凝集体と記録媒体との接着性を低下させる懸
念がない。
【００４４】
　インクにポリマー微粒子として添加する樹脂成分としては、アクリル系樹脂、酢酸ビニ
ル系樹脂、スチレン－ブタジエン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、アクリル－スチレン系樹脂
、ブタジエン系樹脂、スチレン系樹脂などが挙げられる。
【００４５】
　ポリマー微粒子への高速凝集性付与の観点から、解離度の小さいカルボン酸基を有する
ものがより好ましい。カルボン酸基はｐＨ変化によって影響を受けやすいので、分散状態
が変化しやすく、凝集性が高い。
【００４６】
　ポリマー微粒子のｐＨ変化に対する分散状態の変化は、アクリル酸エステルなどのカル
ボン酸基を有する、ポリマー微粒子中の構成成分の含有割合によって調整することができ
、分散剤として用いるアニオン性の界面活性剤によっても調整可能である。
【００４７】
　ポリマー微粒子の樹脂成分は、親水性部分と疎水性部分とを併せ持つ重合体であるのが
好ましい。疎水性部分を有することで、ポリマー微粒子の内側に疎水部分が配向し、外側
に親水部分が効率よく外側に配向され、液体のｐＨ変化に対する分散状態の変化がより大
きくなる効果があり、凝集がより効率よく行われる。
【００４８】
　本発明に用いられる酸ポリマーはカルボン酸系の酸ポリマーが好ましく用いられる。
【００４９】
　カルボン酸のｐＫａは概ね３～４であるため、ｐＨ５であれば酸ポリマーはほとんど解
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離した状態であるので、電化反発により、分散安定性を有し、凝集を起こさない。これ以
下であると、非解離状態となり、電化反発が失われ、凝集を起こす。
【００５０】
　市販のポリマー微粒子の例としては、ジョンクリル５３７、７６４０（スチレン－アク
リル系樹脂エマルジョン、ジョンソンポリマー株式会社製）、マイクロジェルＥ－１００
２、Ｅ－５００２（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、日本ペイント株式会社製）
、ボンコート４００１（アクリル系樹脂エマルジョン、大日本インキ化学工業株式会社製
）、ボンコート５４５４（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、大日本インキ化学工
業株式会社製）、ＳＡＥ－１０１４（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、日本ゼオ
ン株式会社製）、ジュリマーＥＴ－４１０、ＦＣ－３０（アクリル系樹脂エマルジョン、
日本純薬株式会社製）、アロンＨＤ－５、Ａ－１０４（アクリル系樹脂エマルジョン、東
亞合成株式会社製）、サイビノールＳＫ－２００（アクリル系樹脂エマルジョン、サイデ
ン化学株式会社製）、ザイクセンＬ（アクリル系樹脂エマルジョン、住友精化株式会社製
）などが挙げられるが、これに限定するものではない。
【００５１】
　顔料に対するポリマー微粒子添加量の重量比率は２：１から１：１０が好ましい、より
好ましくは１：１から１：３である。顔料に対するポリマー微粒子添加量の重量比率は２
：１より少ないと、樹脂の融着による凝集体の凝集力が効果的に向上しない。また、添加
量が１：１０より多くてもインクの粘度が高くなりすぎ、吐出性などが悪化する。
【００５２】
　インクに添加するポリマー微粒子の分子量は融着したときの付着力を鑑みて、５，００
０以上が好ましい。５，０００未満だと、凝集したときのインク凝集体の内部凝集力向上
や記録媒体に画像の定着性に効果が不足し、また画質改善効果が不足する。
【００５３】
　ポリマー微粒子の体積平均粒子径は、１０ｎｍ～１μｍの範囲が好ましく、１０～５０
０ｎｍの範囲がより好ましく、２０～２００ｎｍの範囲が更に好ましく、５０～２００ｎ
ｍの範囲が特に好ましい。１０ｎｍ以下では、凝集しても画質の改善効果、転写性の向上
に効果があまり期待できない。１μｍ以上では、インクのヘッドからの吐出性や保存安定
性が悪化するおそれがある。また、ポリマー粒子の体積平均粒子径分布に関しては、特に
制限は無く、広い体積平均粒子径分布を持つもの、又は単分散の体積平均粒子径分布を持
つもの、いずれでもよい。
【００５４】
　また、ポリマー微粒子を、インク内に２種以上混合して含有させて使用してもよい。
【００５５】
　本発明に用いられるインクに添加するｐＨ調整剤としては中和剤として、有機塩基、無
機アルカリ塩基を用いることができる。ｐＨ調整剤はインクジェット用インクの保存安定
性を向上させる目的で、該インクジェット用インクがｐＨ６～１０となるように添加する
のが好ましい。
【００５６】
　本発明に用いられるインクは、乾燥によってインクジェットヘッドのノズルが詰まるの
を防止し、さらに、記録媒体に溶剤が浸透し、カールの発生を防止する目的から、ＳＰ値
が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を含有することが好ましい。ＳＰ値が３０より大きい
とカール抑制効果が不十分となる。また、ＳＰ値の下限は水溶性を示す範囲であれば良く
、好ましくはＳＰ値の範囲は、２０～２８の範囲である。このような水溶性高沸点有機溶
剤には、湿潤剤及び浸透剤が含まれる。
【００５７】
　このような、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤としては、ＧＰ－２５０（ＳＰ
値：２５）（三洋化成工業（株）製）、５０－ＨＢ－２００（２１）（三洋化成工業（株
）製）、ジエチレングリコールモノエチルエーテル（２２．４）、ジエチレングリコール
モノブチルエーテル（２１．５）、トリエチレングリコールモノブチルエーテル（２１．
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１）、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル（２１．３）、ジプロピレングリコー
ル（２７．２）、
【００５８】
【化１】

【００５９】
【化２】

【００６０】

【化３】

【００６１】
【化４】

【００６２】
【化５】

【００６３】
ｎＣ４Ｈ９Ｏ(ＡＯ)４－Ｈ（ＡＯ＝ＥＯ又はＰＯで比率は１：１）（２０．１）（ＥＯ＝
エチレンオキシ）、ｎＣ４Ｈ９Ｏ(ＡＯ)１０－Ｈ（ＡＯ＝ＥＯ　又は　ＰＯで比率は１：
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１）（１８．８）、ＨＯ（Ａ’Ｏ）４０－Ｈ（Ａ’Ｏ＝ＥＯ又はＰＯで比率はＥＯ：ＰＯ
＝１：３）（１８．７）、ＨＯ（Ａ”Ｏ）５５－Ｈ（Ａ”Ｏ＝ＥＯ又はＰＯで比率はＥＯ
：ＰＯ＝５：６）（１８．８）、ＨＯ（ＰＯ）３Ｈ（２４．７）、ＨＯ（ＰＯ）７Ｈ（２
１．２）、１，２ヘキサンジオール（２７．４）、トリプロピレングリコール（２４．７
４）などを挙げることができる。ただし、本発明はこれらに限定されない。なお、カッコ
内の数値はＳＰ値を示している。なお、本発明でいう水溶性高沸点有機溶剤のＳＰ値（溶
解度パラメーター）とは、分子凝集エネルギーの平方根で表される値で、Ｒ．Ｆ．Ｆｅｄ
ｏｒｓ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，１４，ｐ１４７（
１９７４）に記載の方法で計算することができる。単位は（ＭＰａ）1/2であり、２５℃
における値を指す。また、ＳＰ値が低い溶剤のうち、下記の構造が含まれていることが好
ましい。
【００６４】
【化６】

【００６５】
　水性インク中のＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤の含有量は、１０質量％以上
４５質量％以下であることが好ましく、より好ましくは１２質量％以上２０質量％以下で
ある。上記範囲とすることにより、着弾干渉、画像変形、小ドットの白抜け再現性が特に
好ましく、更には、形成した画像の光堅牢性も良好となる。含有量が１０質量％より小さ
いと水性インク中の他の溶剤が増えるため乾燥が困難となり、記録媒体に溶剤も転写され
てしまい、カールが発生しやすくなる。また、インクジェットヘッドのノズルが乾燥で詰
まり易くなるため好ましくない。含有量が４５質量％より大きいと、水分が少なくなるた
め凝集不良が発生し易くなる。また、高沸点有機溶剤が中間転写媒体上に残り色材浮遊が
発生し易くなる。
【００６６】
　本発明に用いられるインクには、界面活性剤を含有することができる。
【００６７】
　界面活性剤の例としては、炭化水素系では脂肪酸塩、アルキル硫酸エステル塩、アルキ
ルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ジアルキルスルホコハク酸
塩、アルキルリン酸エステル塩、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエ
チレンアルキル硫酸エステル塩等のアニオン系界面活性剤や、ポリオキシエチレンアルキ
ルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エ
ステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポ
リオキシエチレンアルキルアミン、グリセリン脂肪酸エステル、オキシエチレンオキシプ
ロピレンブロックコポリマー等のノニオン系界面活性剤が好ましい。また、アセチレン系
ポリオキシエチレンオキシド界面活性剤であるＳＵＲＦＹＮＯＬＳ（ＡｉｒＰｒｏｄｕｃ
ｔｓ＆Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社）も好ましく用いられる。また、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ア
ルキルアミンオキシドのようなアミンオキシド型の両性界面活性剤等も好ましい。
【００６８】
　更に、特開昭５９－１５７６３６号の第(37)～(38)頁、リサーチ・ディスクロージャー
Ｎｏ．３０８１１９(１９８９年)記載の界面活性剤として挙げたものも使うことができる
。また、特開２００３－３２２９２６号、特開２００４－３２５７０７号、特開２００４
－３０９８０６号の各公報に記載されているようなフッ素（フッ化アルキル系）系、シリ
コーン系の界面活性剤も用いることができる。これら表面張力調整剤は消泡剤としても使
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用することができ、フッ素系、シリコーン系化合物やＥＤＴＡに代表されるキレート剤等
も使用することができる。
【００６９】
　表面張力を下げて固体状又は半固溶状の凝集処理層上でのぬれ性を高め、拡がり率を増
加させることができる。
【００７０】
　本発明に用いられるインクの表面張力は、中間転写方式によって記録を行う際の中間転
写媒体上でのぬれ性と液滴の微液滴化および吐出性の両立の観点からは、１５～４５ｍＮ
／ｍであることが更に好ましい。
【００７１】
　本発明に用いられるインクの粘度は、１．０～２０．０ｃＰであることが好ましい。
【００７２】
　その他必要に応じ、ｐＨ緩衝剤、酸化防止剤、防カビ剤、粘度調整剤、導電剤、紫外線
吸収剤、等も添加することができる。
【００７３】
　〔処理液の説明〕
　本発明においては、水性インクの流動性を低下させる組成物として、処理液をインク打
滴工程の前または後に付与することが好ましい。処理液を付与することにより、水性イン
クに含有される色材を凝集して凝集物を生じさせることにより流動性を低下させ、滲みを
防止することができる。
【００７４】
　本発明に用いられる処理液は、少なくとも水、流動性低下剤、及び必要に応じてＳＰ値
が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を含んでいる。
【００７５】
　水性インクの流動性を低下させる組成物として、インクのｐＨを変化させることにより
、水性インクに含有される色材を凝集して凝集物を生じさせる液体組成物を挙げることが
できる。このとき、液体組成物のｐＨは１～６であることが好ましく、ｐＨは２～５であ
ることがより好ましく、ｐＨは３～５であることが特に好ましい。液体組成物の成分の中
でも、酸、カチオン性化合物により凝集物を生じさせる液体組成物として、無機酸では、
塩酸、臭化水素酸、硝酸、硫酸、リン酸、ホウ酸、が好ましく用いられ、特にリン酸、ホ
ウ酸が好ましく用いられる。
【００７６】
　また、有機酸では、脂式カルボン酸として、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪
酸、吉草酸、イソ吉草酸、カプロン酸、エナント酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリ
ン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、マルガリン酸、ステ
アリン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、ツベルクロステアリン酸、アラキジン
酸、アラキドン酸、エイコサペンタエン酸、ベヘン酸、ドコサヘキサエン酸、リグノセリ
ン酸、セロチン酸、モンタン酸、メリシン酸、が好ましく用いられる。特に、蟻酸、酢酸
が好ましく用いられる。
【００７７】
　また、芳香族カルボン酸として、サリチル酸、没食子酸、安息香酸、フタル酸、ケイ皮
酸、メリト酸、が好ましく用いられ、特にサリチル酸、フタル酸が好ましく用いられる。
【００７８】
　また、上記に加えて、シュウ酸、乳酸、酒石酸、マレイン酸、フマル酸、マロン酸、コ
ハク酸、リンゴ酸、クエン酸、アコニット酸、グルタル酸、アジピン酸、アミノ酸、Ｌ－
アスコルビン酸、メタンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、Ｃ
ＳＡ、リン酸類、が特に好ましく用いられる。
【００７９】
　さらに本発明で用いる化合物が－ＣＯＯＨなどの酸性基を有している場合は、無機塩基
（例、ナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウムなどのアルカリ金属塩又はアル
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カリ土類金属、亜鉛、アルミニウム、バリウム、スズ、ニッケル、コバルト、ストロンチ
ウムなどの多価金属、アンモニアなど）又は有機塩基（例、トリメチルアミン、トリエチ
ルアミン、ピリジン、ピコリン、エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノー
ルアミン、ジシクロヘキシルアミン、Ｎ,Ｎ'-ジベンジルエチレンジアミンなど）と塩を
形成してもよい。
【００８０】
　これらの組成物の処理液への添加量として、１～６０質量％、好ましくは５～３０質量
％、より好ましくは７～２０質量％の範囲の量で処理液中に存在させることができる。
【００８１】
　これらの化合物は、１種類で使用されてもよく、２種類以上併用されてもよい。
【００８２】
　酸、カチオン性化合物により凝集物を生じさせる液体組成物に換えて、酸発生剤により
凝集物を生じさせることができる。酸発生剤の中でも、光を照射することで酸を発生する
光酸発生剤としてレジスト、紫外線硬化カチオンインク等で一般的に使用される光酸発生
剤が好ましく用いられる。また、熱を加えることで酸を発生する熱酸発生剤として三新化
学工業（株）製のＴＡＧ等が好ましく用いられる。
【００８３】
　これらの酸発生剤の処理液への添加量として、１～６０質量％、好ましくは５～３０質
量％、より好ましくは７～２０質量％の範囲の量で処理液中に存在させることができる。
【００８４】
　また、上記液体組成物、酸発生剤を添加せず、極性が低い溶媒を添加することにより、
ソルベントショックを利用して凝集させることもできる。このような溶剤として、炭素数
が６～２０の炭化水素溶媒を挙げることができ、例えば、ヘキサン・デカン・ドデカンな
どを挙げることができる。具体的には、アイソパーＣ～Ｍ（エクソン化学（株）製）など
を使用することができる。
【００８５】
　これらの炭化水素の処理液への添加量として、１０～１００質量％、好ましくは５０～
９７質量％、より好ましくは６０～９５質量％の範囲の量で処理液中に存在させることが
できる。
【００８６】
　また、記録媒体のカールの発生を抑制するため、処理液中にもＳＰ値が３０以下の水溶
性高沸点有機溶剤を含むことが好ましい。処理液中にＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有
機溶剤を含有することにより、記録媒体のカールの発生を抑制することができる。ＳＰ値
が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を添加しないと、他の有機溶剤が増えるため、中間記
録媒体に浸透しきれない溶剤が記録媒体に転写され、記録媒体に浸透するためカールが発
生する場合がある。
【００８７】
　ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤としては、上記水性インクに用いることがで
きるＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤と同様のものを用いることができる。水溶
性高沸点有機溶剤は、水、その他の有機溶剤と共に単独もしくは複数を混合して用いるこ
とができる。また、添加量としては５～９０質量％、好ましくは１０～３５質量％、より
好ましくは１２～３０質量％の範囲の量で処理液中に存在させることができる。
【００８８】
　処理液には、定着性および耐擦性を向上させるため、樹脂成分をさらに含有してもよい
。樹脂成分は、処理液をインクジェット方式によって打滴する場合ヘッドからの吐出性を
損なわないもの、保存安定性があるものであればよく、水溶性樹脂や樹脂エマルジョンな
どを自由に用いることができる。
【００８９】
　樹脂成分としては、アクリル系、ウレタン系、ポリエステル系、ビニル系、スチレン系
等が考えられる。定着性向上といった機能を充分に発現させるには、比較的高分子のポリ
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マーを高濃度１質量％～２０質量％に添加することが必要である。しかし、上記材料を液
体に溶解させて添加しようとすると高粘度化し、吐出性が低下する。適切な材料を高濃度
に添加し、かつ粘度上昇を抑えるには、ラテックスとして添加する手段が有効である。ラ
テックス材料としては、アクリル酸アルキル共重合体、カルボキシ変性ＳＢＲ（スチレン
－ブタジエンラテックス）、ＳＩＲ（スチレン－イソプレン）ラテックス、ＭＢＲ（メタ
クリル酸メチル－ブタジエンラテックス）、ＮＢＲ（アクリロニトリル－ブタジエンラテ
ックス）、等が考えられる。ラテックスのガラス転移点温度Ｔｇはプロセス上、定着時に
影響の強い値で、常温保存時の安定性と加熱後の転写性を両立するために、５０℃以上１
２０℃以下であることが好ましい。さらに最低造膜温度ＭＦＴはプロセス上、定着時に影
響の強い値で、低温で充分な定着を得る為に１００℃以下、さらに好ましくは５０℃以下
である。
【００９０】
　インクと逆極性のポリマー微粒子を処理液に含ませ、インク中の顔料及びポリマー微粒
子と凝集させることによってさらに凝集性を高めてもよい。
【００９１】
　また、インクに含まれるポリマー微粒子成分に対応した硬化剤を処理液に含有し、二液
が接触後、インク成分中の樹脂エマルジョンが凝集するとともに架橋又は重合するように
して、凝集性を高めてもよい。
【００９２】
　本発明に係る処理液は、界面活性剤を含有することができる。
【００９３】
　界面活性剤の例としては、炭化水素系では脂肪酸塩、アルキル硫酸エステル塩、アルキ
ルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ジアルキルスルホコハク酸
塩、アルキルリン酸エステル塩、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエ
チレンアルキル硫酸エステル塩等のアニオン系界面活性剤や、ポリオキシエチレンアルキ
ルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エ
ステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポ
リオキシエチレンアルキルアミン、グリセリン脂肪酸エステル、オキシエチレンオキシプ
ロピレンブロックコポリマー等のノニオン系界面活性剤が好ましい。また、アセチレン系
ポリオキシエチレンオキシド界面活性剤であるＳＵＲＦＹＮＯＬＳ（ＡｉｒＰｒｏｄｕｃ
ｔｓ＆Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社）も好ましく用いられる。また、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ア
ルキルアミンオキシドのようなアミンオキシド型の両性界面活性剤等も好ましい。
【００９４】
　更に、特開昭５９－１５７６３６号の第(37)～(38)頁、リサーチ・ディスクロージャー
Ｎｏ．３０８１１９(１９８９年)記載の界面活性剤として挙げたものも使うことができる
。また、特開２００３－３２２９２６号、特開２００４－３２５７０７号、特開２００４
－３０９８０６号の各公報に記載されているようなフッ素（フッ化アルキル系）系、シリ
コーン系の界面活性剤も用いることができる。これら表面張力調整剤は消泡剤としても使
用することができ、フッ素系、シリコーン系化合物やＥＤＴＡに代表されるキレート剤等
も使用することができる。
【００９５】
　表面張力を下げて画像形成体（記録媒体、中間転写媒体など）上でのぬれ性を高めるの
に効果がある。また、インクを先立って打滴する場合においてもインク上でのぬれ性を高
め、二液の接触面積の増加により効果的に凝集作用がすすむ。
【００９６】
　本発明に係る処理液の表面張力は、１０～５０ｍＮ／ｍであることが好ましく、直接記
録を行う場合には浸透性記録媒体への浸透性、また中間転写方式によって記録を行う場合
には、中間転写媒体上でのぬれ性と液滴の微液滴化および吐出性の両立の観点からは、１
５～４５ｍＮ／ｍであることが更に好ましい。
【００９７】
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　本発明に係る処理液の粘度は、１．０～２０．０ｃＰであることが好ましい。
【００９８】
　その他必要に応じ、ｐＨ緩衝剤、酸化防止剤、防カビ剤、粘度調整剤、導電剤、紫外線
、吸収剤、等も添加することができる。
【００９９】
　〔インクジェット記録装置〕
　次に、本発明に係るインクジェット記録装置の一実施形態として、本発明に係るインク
ジェット記録方法が適用されたインクジェット記録装置について説明する。
【０１００】
　図１は、本発明に係るインクジェット記録装置の概略構成図である。図１に示すインク
ジェット記録装置１００は、２液凝集方式及び転写記録方式が適用され、水性インク及び
処理剤を用いて中間転写媒体１０２上にインク凝集体（色材凝集体）からなるインク画像
を形成し、中間転写媒体１０２上に形成されたインク画像を記録媒体１０４に転写する記
録装置である。
【０１０１】
　インクジェット記録装置１００は、図１に示すように、中間転写媒体１０２上に液体状
の処理液を付与する処理液付与部１０６と、中間転写媒体１０２上に付与された処理液を
加熱して乾燥させる加熱乾燥部１０８と、中間転写媒体１０２上に複数色のインクを液滴
化して打滴する印字部（インク打滴部）１１０と、処理液中の光酸発生剤にエネルギー源
を照射するエネルギー照射部１１１と、中間転写媒体１０２上の液体溶媒（インク及び処
理液の液体成分）を除去する溶媒除去部１１２と、中間転写媒体１０２上に形成されたイ
ンク画像を記録媒体１０４に対して転写を行う転写部１１４とから主に構成される。
【０１０２】
　図１に示す中間転写媒体１０２には無端状ベルトが適用され、中間転写媒体（無端状ベ
ルト）１０２は複数の張架ローラ（図１には７つの張架ローラ１２０Ａ～１２０Ｇを図示
）に巻きかけられた構造を有し、張架ローラ１２０Ａ～１２０Ｇの少なくとも１つにモー
タ（図１中不図示）の動力が伝達されることにより、中間転写媒体１０２は、図１におい
て反時計回り方向（図１中、矢印Ａで示す方向）に駆動される。
【０１０３】
　中間転写媒体（無端状ベルト）１０２は、印字部１１０と対向する表面（画像形成面）
１０２Ａの少なくとも１次画像（インク画像）が形成される画像形成領域（不図示）は、
所定の平坦性を有する水平面（フラット面）をなすように構成されている。
【０１０４】
　図１には、中間転写媒体１０２の一態様として無端状のベルトを示したが、本発明に適
用される中間転写媒体はドラム形状でもよいし、平板形状でもよい。
【０１０５】
　中間転写媒体１０２に用いられる好ましい材料としては、例えば、ポリイミド系樹脂、
シリコーン系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポ
リオレフィン系樹脂、ポリブタジエン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂
、ポリエチレン系樹脂、フッ素系樹脂等の公知の材料が挙げられる。具体的にはシリコー
ンゴム、ニトリルゴム、水素化ニトリルゴム、フッ素ゴム、エチレンプロピレンゴム、ク
ロロプレンゴム、アクリルゴム、ブチルゴム、ウレタンゴムや、デュポン社製カルレッツ
、信越化学工業性Ｓｉｆｅｌなどの公知の材料が挙げられる。
【０１０６】
　また、中間転写媒体１０２の表面層の表面張力は１０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ以下と
する態様が好ましい。中間転写媒体１０２の表面層の表面張力を４０ｍＮ／ｍ以上とする
と、１次画像が転写される記録媒体１０４との表面張力差がなくなり（または、極めて小
さくなり）、インク凝集体の転写性が悪化する。更に、中間転写媒体１０２の表面層の表
面張力が１０ｍＮ／ｍ以下であると、凝集処理液のぬれ性を考慮した場合に、凝集処理液
の表面張力を中間転写媒体１０２の表面層の表面張力よりも小さくする必要があり、凝集
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処理液の表面張力を１０ｍＮ／ｍ以下とすることが困難となり、中間転写媒体１０２及び
凝集処理液の設計自由度（選択範囲）が狭くなる。また、描画前にコロナ処理で表面張力
を低下させることも有効である。
【０１０７】
　なお、中間転写媒体１０２の表面層に表面粗さ（Ｒａ）０．３μｍ程度の凹凸があると
、インク液滴やインク凝集体の移動が抑制される効果があり、好ましい。
【０１０８】
　処理液付与部１０６は、中間転写媒体搬送方向（図１中、矢印Ａで示す方向）最上流側
に配置され、塗布ローラ１０６Ａ、及び処理液が収容される塗布液容器１０６Ｂを含んで
構成される。塗布ローラ１０６Ａは中間転写媒体１０２に対して従動して回転するか、独
立して塗布ローラ１０６Ａが駆動し回転制御可能となっている。このように、塗布ローラ
１０６Ａが回転することによって、塗布液容器１０６Ｂ内に収容される処理液が中間転写
媒体１０２の画像形成面１０２Ａに塗布される。
【０１０９】
　中間転写媒体１０２に対する凝集処理液の塗布厚は、０．５～２０μｍの範囲で設定す
ることが好ましい。塗布厚０．５μｍ以下では液切れによる膜不均一性が生じやすく品質
上の問題となる。また、塗布厚２０μｍ以上で乾燥工程におけるエネルギー付加が大きく
なり、また、面状も悪くなる。
【０１１０】
　処理液の塗布厚を制御するには、塗布ローラ１０６Ａと中間転写媒体１０２との接触時
間を制御する態様が好ましい。塗布ローラ１０６Ａと中間転写媒体１０２との接触時間を
相対的に長くすると凝集処理液の塗布厚は相対的に大きくなり、塗布ローラ１０６Ａと中
間転写媒体１０２との接触時間を相対的に短くすると処理液の塗布厚は相対的に小さくな
る。
【０１１１】
　塗布ローラ１０６Ａには、多孔質材料や表面に凹凸がある材料が望ましく、例えば、グ
ラビアロール状のもの等を用いることができる。
【０１１２】
　図１には、処理液の付与形態の一態様として、塗布ローラ１０６Ａを用いる態様を例示
したが、処理液の付与形態は本例に限定されず、ブレードによる塗布、インクジェットヘ
ッドによる打滴など様々な方式を適用することが可能である。特に、インクジェット方式
の場合、記録画像（画像データ）に応じて処理液を正確にパターンニングして付与するこ
とができ、後段に配置される加熱乾燥部１０８の加熱時間の短縮や加熱エネルギーの削減
が可能となる。
【０１１３】
　図１においては、処理液付与部１０６は印字部１１０の上流側に設けられているが、印
字部１１０の下流側に設置することも可能である。印字部１１０の下流側に設置すること
により、インクジェットで印字された箇所にのみ処理液を付与すれば良く、付与量を低減
することができる。
【０１１４】
　処理液付与部１０６の中間転写媒体搬送方向下流側に配置され加熱乾燥部１０８は、中
間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａの裏面１０２Ｂ側に設けられたヒータ（図５中不
図示）を含んで構成され、処理液が付与された中間転写媒体１０２を裏面１０２Ｂ側から
ヒータで加熱された熱風を吹き付けることによって中間転写媒体１０２上の凝集処理液を
乾燥する構成となっている。
【０１１５】
　加熱乾燥部１０８に配置されるヒータの加熱温度は、処理液の種類、処理液の付与量（
厚み）、環境温度などの諸条件に応じて設定され、加熱乾燥部１０８を通過した中間転写
媒体１０２上には固体状又は半固溶状の処理層が形成される。
【０１１６】
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　例えば、処理液付与部１０６に配置される塗布ローラ１０６Ａよって中間転写媒体１０
２上に約１０μｍの膜厚で処理液を塗布した後、加熱乾燥部１０８のヒータによる７０℃
の熱風乾燥を行うことにより、中間転写媒体１０２上に約４μｍの固体状又は半固溶状の
凝集処理層を形成することができる。
【０１１７】
　なお、加熱乾燥部１０８として、ヒータで加熱した熱風を用いて乾燥する方法について
説明したが、本発明はこれに限定されず、直接ヒータを用いて加熱する、赤外線により加
熱する方法などが挙げられる。
【０１１８】
　また、図１では、処理液付与部１０６の下流側に加熱乾燥部１０８を設けているが、加
熱乾燥部の位置は限定されず、下記に示す印字部１１０の下流側、エネルギー照射部１１
１の下流側に設けることもできる。また、エネルギー照射部１１１の下流側に設け、溶媒
除去部と兼ねることもできる。
【０１１９】
　図１では、中間転写媒体１０２上に処理液を付与して、中間転写媒体１０２上の処理液
を加熱により乾燥させて、中間転写媒体１０２上に固体状又は半固溶状の処理層を形成す
る態様を例示したが、本発明の実施に際して本例に限定されず、中間転写媒体１０２上に
固体状又は半固溶状の凝集処理剤を直接付与する態様もある。
【０１２０】
　中間転写媒体１０２上に固体状又は半固溶状の凝集処理剤を直接付与する態様としては
、例えば、流動浸漬法、静電煙霧法、溶射法、静電乾式吹き付け法、散布法などの公知の
粉体散布方法を用いることができる。また、開閉式の蓋の設けられた開口部を有し、且つ
、内部に粉体（固体状又は半固溶状の凝集処理剤）を貯蔵することが可能な容器などを用
いて粉体を散布することも可能である。このとき、転写媒体通過時のみ蓋を開き、転写媒
体上に粉体を散布し、非使用時には蓋を閉じ、粉体が散布されないように調節する制御手
段などを備えて粉体の散布を精密に制御することも可能である。
【０１２１】
　加熱乾燥部１０８の中間転写媒体搬送方向下流側に配置される印字部１１０は、中間転
写媒体搬送方向に沿って上流側から、シアン（Ｃ）、マゼンダ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）、
黒（Ｋ）の各色に対応したインクジェットヘッド（以下、単に「ヘッド」という。）１１
０Ｃ、１１０Ｍ、１１０Ｙ、１１０Ｋが順に設けられる。各ヘッド１１０Ｃ、１１０Ｍ、
１１０Ｙ、１１０Ｋから中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａに対してそれぞれ対応
する色インクが液滴化され打滴される。
【０１２２】
　本例では、各ヘッド１１０Ｃ、１１０Ｍ、１１０Ｙ、１１０Ｋの各ノズルから吐出され
るインク液滴の最小打滴量（吐出体積）は２ｐｌであり、最高記録密度（最高ドット密度
）は主走査方向（中間転写媒体搬送方向と直交する方向）及び副走査方向（中間転写媒体
搬送方向）のいずれも１２００ｄｐｉである。
【０１２３】
　また、本例では、ＣＭＹＫの標準色（４色）の構成を例示したが、インク色や色数の組
み合わせについては本実施形態に限定されず、必要に応じて淡インク、濃インク、特別色
インクを追加してもよい。例えば、ライトシアン、ライトマゼンタなどのライト系インク
を吐出するインクヘッドを追加する構成も可能であり、各色ヘッドの配置順序も特に限定
はない。
【０１２４】
　インク貯蔵／装填部１２２は、各ヘッド１１０Ｃ、１１０Ｍ、１１０Ｙ、１１０Ｋに対
応する色インクを貯蔵するインクタンク（図５中不図示）を含んで構成され、各インクタ
ンクは所要の流路を介してそれぞれ対応するヘッドと連通されている。また、インク貯蔵
／装填部１２２は、インク残量が少なくなるとその旨を報知する報知手段（表示手段、警
告音発生手段）を備えるとともに、色間の誤装填を防止するための機構を有している。
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【０１２５】
　印字部１１０の中間転写媒体搬送方向下流側に配置されるエネルギー照射部１１１は、
メタルハライドランプまたは紫外線ＬＥＤなどを含んで構成され、処理液中に光酸発生剤
を含んでいる場合に、エネルギー源を照射することにより、酸を発生させ、印字部１１０
で付与された色材を凝集させることができる。したがって、エネルギー照射手段を用いる
場合は、インクの付与後、速やかにエネルギー源の照射を行うことが好ましい。速やかに
行うことで、色材の凝集物を速やかに形成することができるので、色材の滲みを防止する
ことができる。
【０１２６】
　なお、図１においては、印字部１１０の搬送方向下流側にエネルギー照射手段を設けた
が、処理液付与部１０６または加熱乾燥部１０８の搬送方向下流側に設けることも可能で
ある。上記箇所に設けることにより、インクが付与される前に酸を発生させることができ
るので、印字部１１０でインクが付与されると、接触した部分から反応し、色材の凝集体
を形成することができるので、滲みを防止することができる。
【０１２７】
　溶媒除去部１１２は、中間転写媒体搬送方向に関してエネルギー照射部１１１より下流
側に配置され、溶媒吸収ローラ１１２Ａを含んで構成される。本例の溶媒吸収ローラ１１
２Ａは、中間転写媒体１０２を挟んでローラ１２０Ｂに対向する位置に設けられている。
溶媒吸収ローラ１１２Ａは、ローラ状の多孔質体（吸収体）で構成される。溶媒除去部１
１２では、溶媒吸収ローラ１１２Ａを中間転写媒体１０２上の液体溶媒（インク及び処理
液の溶媒成分）に接触させて、多孔質体の毛細管力により多孔質体内部に当該液体溶媒を
吸収させることによって、中間転写媒体１０２上から液体溶媒を除去する。
【０１２８】
　溶媒吸収ローラ１１２Ａは、中間転写媒体１０２の移動（搬送）に応じて従動回転させ
てもよいし、独立して回転させるようにしてもよい。また、中間転写媒体１０２の画像形
成面１０２Ａから離間可能となるように構成されていることが好ましい。
【０１２９】
　溶媒吸収ローラ１１２Ａの表面（中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａと接触する
面）の表面エネルギーは中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａの表面エネルギーより
も小さいことが好ましく、本例では、溶媒吸収ローラ１１２Ａには表面エネルギーが３０
ｍＮ／ｍ以下の部材が適用される。
【０１３０】
　上述した表面エネルギーの条件を満たす溶媒吸収ローラ１１２Ａを用いて溶媒除去を行
うことにより、溶媒吸収ローラ１１２Ａへの色材付着を防止しつつ、中間転写媒体１０２
上の液体溶媒を吸収除去することが可能となる。
【０１３１】
　なお、溶媒吸収ローラ１１２Ａに代えて、エアナイフで余剰な溶媒を中間転写媒体１０
２から取り除く方式などを適用してもよい。
【０１３２】
　溶媒吸収ローラ１１２Ａによって中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａ上の溶媒を
吸収除去する態様では、中間転写媒体１０２上に多くの溶媒が残存する場合でも、他の方
式に比べて短時間で多量の溶媒を除去することができるため、後段の転写部１１４で記録
媒体１０４に多量の溶媒（分散媒）が転写されることはない。したがって、記録媒体１０
４として紙類が用いられるような場合でも、カール、カックルといった問題が発生しない
。
【０１３３】
　また、溶媒除去部１１２を用いてインク凝集体から余分な溶媒を除去することによって
、インク凝集体を濃縮し、より内部凝集力を高めることができる。これにより、転写部１
１４による転写工程までにより強い内部凝集力をインク凝集体に付与することができる。
更に、溶媒除去によるインク凝集体の効果的な濃縮により、記録媒体１０４に画像を転写
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した後も良好な定着性や光沢性を画像に付与することができる。
【０１３４】
　なお、溶媒除去部１１２によって、中間転写媒体１０２上の溶媒すべてを除去する必要
は必ずしもない。過剰に除去しすぎてインク凝集体を濃縮しすぎるとインク凝集体の中間
転写媒体１０２への付着力が強くなりすぎて、転写に過大な圧力を必要とするため好まし
くない。むしろ転写性に好適な粘弾性を保つためには、少量残留させることが好ましい。
【０１３５】
　中間転写媒体１０２上の溶媒を少量残留させることで得られる効果として、次のことが
挙げられる。即ち、インク凝集体は疎水性であり、揮発しにくい溶媒成分（主にグリセリ
ンなどの有機溶剤）は親水性であるので、インク凝集体と残留溶媒成分は溶媒除去実施後
に分離し、残留溶媒成分からなる薄い液層がインク凝集体と中間転写媒体との間に形成さ
れる。したがって、インク凝集体の中間転写媒体１０２への付着力は弱くなり、転写性向
上に有利である。
【０１３６】
　上述した溶媒除去の制御は、溶媒吸収ローラ１１２Ａの中間転写媒体１０２への押圧を
変化させることで可能である。溶媒除去量を相対的に多くする場合には、溶媒吸収ローラ
１１２Ａの中間転写媒体１０２への押圧を大きくし、溶媒除去量を相対的に少なくする場
合には、溶媒吸収ローラ１１２Ａの中間転写媒体１０２への押圧を小さくすればよい。
【０１３７】
　また、吸収特性の異なる複数の溶媒吸収ローラを備え、溶媒除去量に応じて使用する溶
媒吸収ローラを選択的に切り替える態様も可能である。
【０１３８】
　図１に示すインクジェット記録装置１００には、溶媒除去部１１２と転写部１１４の間
に予備加熱部１２４が設けられる。予備加熱部１２４は、中間転写媒体１０２の画像形成
面１０２Ａの裏面１０２Ｂ側に設けられたヒータ（図５中不図示）を含んで構成され、１
次画像（インク画像）が形成された中間転写媒体１０２を裏面１０２Ｂ側からヒータによ
って予備加熱する構成となっている。本例の予備加熱部１２４には、平板加熱ヒータが好
適に用いられる。また、本例では、中間転写媒体１０２の外部にヒータを配置した構成を
示したが、中間転写媒体１０２にヒータを内蔵する態様も可能である。
【０１３９】
　予備加熱部１２４に配置されるヒータの加熱温度範囲は４０～８０℃であり、転写時の
加熱温度よりも低く設定される。中間転写媒体１０２の画像形成領域を予備加熱すること
で、予備加熱を行わない場合に比べて転写部１１４の加熱温度を低く設定することが可能
となり、更に、転写部１１４の転写時間を少なくすることができる。
【０１４０】
　予備加熱部１２４では、中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａの温度（画像が形成
されている領域の温度）がインクに含まれるポリマー微粒子のガラス転移点温度Ｔｇを超
える温度となるように、加熱温度が設定されることが好ましい。本例では、加熱温度は１
２０℃に設定される。
【０１４１】
　予備加熱部１２４の中間転写媒体搬送方向下流側に配置される転写部１１４は、ヒータ
（図５中不図示）を有した転写加熱ローラ１１４Ａと、これに対向して配置される加熱加
圧ニップ用の加熱対向ローラ１１４Ｂとを含んで構成され、これらローラ１１４Ａ、１１
４Ｂ間に中間転写媒体１０２と記録媒体１０４とを挟み込み、所定の温度で加熱しながら
、所定の圧力（ニップ圧力）で加圧することにより、中間転写媒体１０２上に形成された
１次画像を記録媒体１０４に転写する構成となっている。
【０１４２】
　転写部１１４による加熱温度（転写温度）は８０℃～１７０℃が好ましく、転写性の観
点から１００℃～１５０℃がさらに好ましい。転写部１１４による加熱温度が１７０℃以
上になると、中間転写媒体１０２の変形等の問題があり、一方、８０℃以下になると転写
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性が悪化するという問題がある。
【０１４３】
　転写部１１４によるニップ圧力は１．５～２．０ＭＰａが好ましい。転写部１１４にお
ける転写時のニップ圧力を調整するための手段としては、例えば、転写加熱ローラ１１４
Ａを図５の上下方向（符号Ｃで図示）に移動させる機構（駆動手段）が挙げられる。即ち
、転写加熱ローラ１１４Ａを加熱対向ローラ１１４Ｂから離れる方向に移動させるとニッ
プ圧力は小さくなり、加熱対向ローラ１１４Ｂに近づく方向に移動させるとニップ圧力は
大きくなる。
【０１４４】
　記録媒体１０４を転写部１１４へ供給する給紙部１２６の構成としては、ロール紙（連
続用紙）のマガジンを備える態様、或いは、ロール紙のマガジンに代えて、又はこれと併
用して、カット紙が積層装填されたカセットによって用紙を供給する態様がある。ロール
紙を使用する装置構成の場合、裁断用のカッターが設けられており、該カッターによって
ロール紙は所望のサイズにカットされる。紙幅や紙質等が異なる複数のマガジンやカセッ
トを併設してもよい。
【０１４５】
　複数種類の記録媒体を利用可能な構成にした場合、メディアの種類情報を記録したバー
コード或いは無線タグなどの情報記録体をマガジンに取り付け、その情報記録体の情報を
所定の読取装置によって読み取ることで、使用される記録媒体の種類（メディア種）を自
動的に判別し、メディア種に応じて適切なインク吐出を実現するようにインク吐出制御を
行うことが好ましい。
【０１４６】
　本例に適用される記録媒体１０４の具体例を挙げると、普通紙、インクジェット専用紙
などの浸透性媒体、コート紙などの非浸透性又は低浸透性の媒体、裏面に粘着剤と剥離ラ
ベルの付いたシール用紙、ＯＨＰシートなどの樹脂フィルム、金属シート、布、木など様
々な媒体がある。特に本発明においては、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用
いているので、記録媒体１０４への溶剤の浸透を防止することができるので、様々な記録
媒体に対応することができる。
【０１４７】
　転写部１１４の中間転写媒体搬送方向下流側に冷却部１２８が配置される態様が好まし
い。冷却部１２８は、転写部１１４を通過して中間転写媒体１０２と記録媒体１０４が張
り合わさった状態のものを冷却する。冷却部１２８には、冷却ファン等で冷気を送風する
態様が適用され、冷却温度等を調整可能であることが好ましい。本例に示す冷却部１２８
は、所望の温度まで冷却するための中間転写媒体１０２の移動時間（冷却時間）が確保さ
れている構成となっている。中間転写媒体１０２と記録媒体１０４とを冷却後に剥離する
ことで、温度ムラ等に起因した転写不良を防止することができ、安定した画像の転写（剥
離）が可能となる。
【０１４８】
　冷却部１２８の中間転写媒体搬送方向下流側には剥離部１３０が配置される。剥離部１
３０は、中間転写媒体１０２の剥離ローラ１２０Ｅの巻き付け曲率によって、記録媒体１
０４自身の剛性（腰の強さ）で中間転写媒体１０２から記録媒体１０４を剥離するように
構成されている。剥離部１３０には、剥離爪等の剥離を促進させる手段を併用してもよい
。
【０１４９】
　剥離部１３０の記録媒体搬送方向（図１中、矢印Ｂで示す方向）下流側には定着部１３
２が配置される。定着部１３２は、１００℃～１８０℃の範囲で温度調整可能な加熱ロー
ラ対１３２Ａを含んで構成され、加熱ローラ対１３２Ａの間に挟みこまれた記録媒体１０
４を加熱加圧しながら、記録媒体１０４に転写された画像を定着させる。
【０１５０】
　定着部１３２の加熱温度は、インクに含有されるポリマー微粒子のガラス転移点温度な
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どに応じて設定することが好ましい。本例では、定着部１３２の加熱温度は１３０℃に設
定される。また、定着部１３２のニップ圧力は０．０１～３．０ＭＰａとする態様が好ま
しい。なお、転写部１１４にて画像の転写と定着を両立させることができれば、定着部１
３２を省略する態様も可能である。
【０１５１】
　剥離部１３０の中間転写媒体搬送方向下流側にはクリーニング部１３４が配置される。
クリーニング部１３４は、記録媒体１０４への画像転写が後の中間転写媒体１０２をクリ
ーニングする手段として、中間転写媒体１０２の画像形成面１０２Ａに当接しながら転写
後残留物（インク凝集体など）を払拭除去するブレード（図１中不図示）と、除去された
転写後残留物を回収する回収部（図１中不図示）とを含んで構成される。
【０１５２】
　なお、中間転写媒体１０２から転写後残留物を除去するクリーニング手段の構成は、上
記の例に限らず、ブラシ・ロール、吸水ロール等をニップする方式、清浄エアーを吹き掛
けるエアーブロー方式、粘着ロール方式或いはこれらの組み合わせなどがある。清掃用ロ
ールをニップする方式の場合、ベルト線速度とローラ線速度を変えると清掃効果が大きい
。
【０１５３】
　上述したように、図１に示すインクジェット記録装置１００は、処理液付与部１０６、
加熱乾燥部１０８、印字部１１０、エネルギー照射部１１１、溶媒除去部１１２、転写部
１１４の順で記録を行う装置を示したが、例えば、次のような順番で装置を構成すること
ができる。
【０１５４】
　１）処理液付与部　→　印字部　→　加熱乾燥部　→　エネルギー照射部　→　溶媒除
去部　→　転写部
　２）印字部　→　処理液付与部　→　加熱乾燥部　→　エネルギー照射部　→　溶媒除
去部　→　転写部
　３）加熱部　→　処理液付与部　→　加熱乾燥部　→　印字部　→　加熱乾燥部　→　
溶媒除去部　→　転写部
　上記３）のように、処理液付与部の上流に加熱部を設けることができる。加熱部を設け
ることにより、処理液の低沸点成分の乾燥を早めることができ、効率的な乾燥が可能とな
り、装置の小型化・消費電力の低下が見込まれる。また、加熱によって処理液とインクの
反応速度が向上する場合があり、印刷速度を高速化することができる。加熱部としては、
加熱ローラ、温風、赤外線を用いて行うことができ、温度は諸条件に応じて適宜、設定す
ることが可能であるが中間転写媒体を５０℃以上１８０℃以下に加熱することが好ましい
。
【０１５５】
　なお、本発明は、これらの順番に限定されず、処理液中に光酸発生剤を含まない場合は
、エネルギー照射部を省略することもできる。また、加熱乾燥部は設けなくてもよいし、
処理液付与部、印字部のそれぞれの後に設けることもできる。
【０１５６】
　次に、上述したインクジェット記録装置１００の動作について説明する。
【０１５７】
　図１において、中間転写媒体１０２が中間転写媒体搬送方向（図１中、矢印Ａで示す方
向）に搬送されつつ、まず、処理液付与部１０６の塗布ローラ１０６Ａによって処理液が
中間転写媒体１０２上に塗布される（処理液付与工程）。続いて、加熱乾燥部１０８によ
って中間転写媒体１０２上の凝集処理液を加熱により乾燥させて、中間転写媒体１０２上
に固体状又は半固溶状の凝集処理層が形成される（乾燥工程）。上述したように、中間転
写媒体１０２上に固体状又は半固溶状の処理剤が直接付与される場合もある。
【０１５８】
　次に、印字部１１０の各ヘッド１１０Ｃ、１１０Ｍ、１１０Ｙ、１１０Ｋによって各色
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のインク液滴が打滴される（インク打滴工程）。処理液中にインクのｐＨを変化させるこ
とにより色材の凝集物を生じさせる液体組成物、熱酸発生剤、極性の低い溶媒を含んでい
る場合は、中間転写媒体１０２上に形成された固体状又は半固溶状の処理層上にインク液
滴が着弾すると瞬時に処理層との接触面から凝集反応が開始され、処理層上には所定の大
きさに広がったインク凝集体（色材凝集体）が形成される。インク凝集体が形成された後
、中間転写媒体１０２上に形成された固体状又は半固溶状の処理層はインク凝集体と分離
したインク溶媒の作用によって溶解するが、上述したように所定の大きさに広がったイン
ク凝集体は中間転写媒体１０２との間で十分な付着力を得ることができる。この結果、中
間転写媒体１０２上での色材移動を防止することができる。
【０１５９】
　また、処理液中に光酸発生剤を含有する場合は、次のエネルギー照射部１１１によって
エネルギー源が照射され、酸を発生し、色材の凝集体を形成することができる。
【０１６０】
　次に、溶媒除去部１１２の溶媒吸収ローラ１１２Ａによって中間転写媒体１０２上の液
体溶媒（インク及び凝集処理液の溶媒成分）が吸収除去される。上述したように、インク
凝集体（色材凝集体）からなるドットは中間転写媒体１０２との間で十分な付着力を得る
ことができるので、溶媒吸収ローラ１１２Ａに対する色材付着を防止することができる。
【０１６１】
　このように色材移動や色材付着が防止されつつ、中間転写媒体１０２上にインク凝集体
からなるインク画像が形成された後、予備加熱部１２４により中間転写媒体１０２上のイ
ンク画像が所定の温度に加熱され（予備加熱工程）、転写部１１４により中間転写媒体１
０２上に形成されたインク画像が記録媒体１０４に転写される（転写工程）。
【０１６２】
　転写工程が行われた後、剥離部１３０によって中間転写媒体１０２から剥離された記録
媒体１０４は定着部１３２の加熱ローラ対１３２Ａによって挟まれながら加熱加圧される
ことによって転写されたインク画像の定着が行われる（定着工程）。
【０１６３】
　本実施形態において、上述したように、転写部１１４と剥離部１３０の間に冷却部１２
８が設けられていることが好ましい。記録媒体１０４の剥離性を向上させることが可能と
なる。
【０１６４】
　剥離部１３０から記録媒体１０４が剥離された中間転写媒体１０２は、クリーニング部
１３４において転写後残存物の除去が行われる（クリーニング工程）。以後、上述した各
工程が順次繰り返される。
【実施例】
【０１６５】
　次に、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【０１６６】
　［記録媒体］
　王子製紙（株）製　「ＯＫエバーライト」（商品名）を用いた。
【０１６７】
　［処理液およびインクの調整］
　＜付与液Ａ＞
　処理液は下記の物質を下記の配合量で攪拌混合することにより調整した。
・ＧＰ－２５０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５ｇ
・マロン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｇ
・界面活性剤１（下記化合物）　　　　　　　　　　　　　１ｇ
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７４ｇ
【０１６８】



(22) JP 2009-226852 A 2009.10.8

10

20

30

【化７】

【０１６９】
　調整後の処理液のｐＨを、東亜ＤＫＫ（株）製ｐＨメーターＷＭ－５０ＥＧにて測定し
たところｐＨは３．５であった。
【０１７０】
　インクは、以下の方法により調整した。
【０１７１】
　チバ・スペシャリティーケミカルズ社のCromophtal　Jet　Magenta　DMQ(PR-122)１０
ｇ、分散用ポリマー１０ｇ、およびイオン交換水３０ｇを攪拌混合させて分散液を調整し
た。次いで、超音波照射装置（SONICS社製　Vibra-cell　VC-750、テーパーマイクロチッ
プ：φ　５ｍｍ、Ampitude：３０％）を用いて、分散液に超音波を間欠照射（照射０．５
ｓ／休止１．０ｓ）で２時間照射して顔料を更に分散させ、２０質量％顔料分散液とした
。
【０１７２】
　上記分散液とは別に、下記の物質を攪拌混合して、混合液Ｉを調整した。
・ＧＰ－２５０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０ｇ
・オルフィンＥ１０１０（日信化学工業製）　　　　　　　１ｇ
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｇ
　この混合液Ｉを、攪拌した４４％ＳＢＲ分散液（ポリマー微粒子：アクリル酸３質量％
、Ｔｇ：３０℃）１９．０ｇにゆっくりと滴下して、攪拌混合し、混合液IIを調整した。
また、この混合液IIを、上述の２０％顔料分散液に、ゆっくりと滴下しながら攪拌混合し
て、マゼンタインク１００ｇを調整した。
【０１７３】
　＜付与液Ｂ～Ｈ、ａ～ｃ＞
　上記製法で、ＧＰ－２５０の量を変更してインク・処理液を調整した。さらに溶媒種を
変更してインク・処理液を調整した。調整したインク・処理液の溶媒の組成比、用いた流
動性低下剤を表１に示す。なお、流動性低下剤、水溶性高沸点有機溶剤の添加量はイオン
交換水の添加量を調整することにより行った。
【０１７４】
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【表１】

【０１７５】
　上記付与液を図１に示した転写方式の記録方法であるインクジェット記録装置１００と
同等のシステムを用いて次のような方法で実験を行った。
【０１７６】
　本発明の実施例としてＳｉｆｅｌの中間転写媒体上に処理液を１０μｍの膜厚で塗布し
、加熱乾燥部のヒータをオンにして７０℃の熱風乾燥により中間転写媒体上に４μmの固
体状又は半固溶状の凝集処理層を形成した。その後、インク液滴を、吐出量（体積）２ｐ
ｌ、ノズル密度１２００ｎｐｉのインクジェットヘッド２つを中間転写媒体搬送方向に配
列して打滴した。次に、ウレタンスポンジの溶媒吸収ローラで溶媒の除去を行い、予備加
熱部のヒータをオンにして１３０℃で中間転写媒体の裏側から中間転写媒体を加熱した。
そして、中間転写媒体と記録媒体を温度１３０℃、圧力１．７ＭＰａの条件で、ローラで
挟み込み転写を行った。最後に記録媒体を、１５０℃、圧力０．１５ＭＰａに設定した加
熱で挟み込み加熱加圧しながら。記録媒体に転写された画像の定着を行った。
【０１７７】
　なお、実施例１のように付与液Ａを用い処理液なしの構成の実施例は表１中の付与液Ａ
の組み合わせで、処理液を付与しない、つまり、インクのみ付与したことを示す。また、
付与液Ｃは、流動性低下剤として、光酸発生剤を用いているため、インクジェットによる
インク打滴の後に、活性エネルギー源としてIntegration　Technology社のLEDZero　395/
020H　を使用し、紫外線を照射した。
【０１７８】
　また、比較例として直接描画方式よる印字をおこなった。まず、記録媒体上に処理液ヘ
ッドにより処理液が全面に５μｍの厚みで供給されるように打滴した。処理液が付与され
た記録媒体は、６０℃の渡し胴、７０℃の熱風にて１秒で乾燥を行い、記録媒体上に固体
状または半固溶状の凝集処理剤層を形成した。なお、比較例１においては、処理液を用い
ていないため、この処理を行わず、インクの打滴を行った。次に画像信号に応じてインク
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走査方向共に、１２００ｄｐｉで記録した。次に、２５℃の渡し胴、７０℃の熱風にて２
秒乾燥、次に５０℃の圧胴、７０℃の熱風にて１秒乾燥、次に６０℃の圧胴、７０℃の熱
風にて２秒乾燥を行い、インクの乾燥を行った。最後に画像形成された基材を圧胴６０℃
、ローラ１１０℃の温度で１ＭＰａのニップ圧で加熱定着を行い、画像を形成した。
【０１７９】
　＜評価＞
　（カールの評価）
　画像を形成した記録媒体を５×５０ｍｍmに切断し、曲率を測定した。曲率（Ｒ）から
カール値＝１０／Ｒを求め、以下の基準により評価を行った。
◎：カール値が０．５以下
○：カール値が０．５より大きく１．０以下
△：カール値が１．０より大きく２．０以下
×：カール値が２．０より大きい
　（色材浮遊の評価）
　記録媒体に形成された画像を、倍率４０倍のルーペで観察し、以下の基準により評価を
行った。
○：色材浮遊無
△：ドットが独立する
×：独立したドットが着弾位置から移動する
　（にじみの評価）
　記録媒体に形成された画像を、倍率４０倍のルーペで観察し、異なるドット間での着弾
干渉発生の有無を確認した。
【０１８０】
【表２】

【０１８１】
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【０１８２】
　転写方式を用い、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用いた実施例１～３、実
施例７～１２はカールがほとんど発生せず、色材浮遊も見られなかった。また、処理液を
用いなかった実施例１、インク中のＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤量の多い、
実施例３、流動性低下剤として、極性の低い溶剤を用いた実施例７、酸発生剤を用いた実
施例８においては、インクのにじみがやや見られたが問題ない程度であった。
【０１８３】
　これに対し、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用い、直接描画方式で画像を
形成した比較例１、２においては、カールの発生が見られた。また、水溶性高沸点有機溶
剤を用いることにより水分が減るため、凝集しにくく、にじみが発生していた。ＳＰ値が
３０を超えるグリセリンを用いた比較例３においては、グリセリンが乾燥されず転写され
るため、また、溶媒の除去を行っても顔料微粒子に抱え込まれた溶剤は除去されず転写さ
れるため、カールが発生していた。
【０１８４】
　また、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤の含有量を多くした実施例４～６は液
中の水分量が少なくなるため、凝集しにくく、にじみが発生していた。また、ＳＰ値が３
０以下の水溶性高沸点有機溶剤は、中間記録媒体に浸透しないため、インク付与時に溶剤
が多く存在するため、ドットが独立していた。また、処理液中の溶剤量、水性インク中の
溶剤量を増やした実施例６においては、カールが若干発生していたが問題無い程度であっ
た。
【０１８５】
　以上より、転写方式の記録方法を用い、ＳＰ値が３０以下の水溶性高沸点有機溶剤を用
いて画像を形成することにより、カールの発生を抑制することができ、かつ、色材浮遊や
にじみの発生の抑制をすることができた。
【図面の簡単な説明】
【０１８６】
【図１】本発明に係るインクジェット記録装置の概略構成図を示す。
【符号の説明】
【０１８７】
　１００…インクジェット記録装置、１０２…中間転写体、１０４…記録媒体、１０６…
処理液付与部、１０８…加熱乾燥部、１１０…印字部、１１１…エネルギー照射部、１１
２…溶媒除去部、１１４…転写部、１２０…張架ローラ、１２２…インク貯蔵／装填部、
１２４…予備加熱部、１２６…給紙部、１２８…冷却部、１３０…剥離部、１３２…定着
部、１３４…クリーニング部
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【図１】
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